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　ドルトムント・カッセル協同組合のここ
10年の営業年度に関するこの概観は、大規
模協同組合が組合員の奨励から合併、買収
による規模の拡大へと重点を移動させたこ
とがいかにその発展に影響を与えうるの
か、という格好の例を示している。1992年
にはまだなお成果のあった大規模協同組合
における状況を叙述した後、ドルトムント
協同組合が3 つの重なり合う局面－拡大、
合併の試み、実際の解散前の破産－におい
て衰退しているということが新聞報道に基
づき分析される。その分析の後に、衰退の
要因、協同組合救済のための経営陣による
措置、ならびに債権銀行がこの出来事の進
行に与える影響について調査される。それ
により、本来の逸失者は結局のところ組合
員であるということが明らかとされてい
る。

ⅠⅠⅠⅠⅠ．．．．．衰退のシナリオ衰退のシナリオ衰退のシナリオ衰退のシナリオ衰退のシナリオ
　フランクフルター・アルゲマイネ紙
（1998年 7月 1日発行、149号 24ページ）
で、ドルトムント協同組合が破産すると発
表があった。

　ドイツ経済界の観察者（専門家）にとって、

ドルトムント協同組合、ドルトムント協同組合、ドルトムント協同組合、ドルトムント協同組合、ドルトムント協同組合、破産破産破産破産破産
ドルトムント・カッセル消費協同組合

（ドルトムント協同組合）―ドルトムント―

　
　ドルトムント協同組合の臨時総代会
は、企業の破産手続きを開始すること
に同意した。その総代会において消費
協同組合の組合員約５０万人の利益が
代表された。取引先筋によると、破産
手続き結了後、ようやく出資の返還に
関する問題に答えが出されるであろう
ということである。ただし理事の 1人
で管財人の Joachim Roelfsは、さし
あたりは出資の返還を考慮していな
い。それにより取引企業は、ドルトム
ント・カッセル消費協同組合との取引
を完全に停止している。すでに現在、
自己申し立ての後に、ほぼ全てのコー
プの店舗（マーケット）は売却済み
で、最終営業活動は遅くとも 1998年
終わりまでには終了するであろう。
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この知らせは予期せぬものではなかった。す
でに 1 9 9 7 年 1 1 月 1 3 日付けの
「Wirtschafstwoche」において、ドルトムン
ト・カッセル協同組合の展開に関する記事が
「果てしないドラマ－最後の大規模協同組合
の終焉－いま５０万組合員は後払い金に脅か
されている。」という表題で公表されていた
（１）。
　このドラマの背景を理解し、犯した誤りを
学ぶため、以下で、以前は大成功を収めた協
同組合における最後の１０年の状況把握を行
なってみる。
　後の失敗につながる第１の兆候は、すでに
その定款において見ることができる。定款第
１条 2 項では次のように定められている。
「協同組合は共同の事業を手段として、組合
員の家計を促進することを目的とする。この
基本的責務の実現において、協同組合は経済
分野での一般消費者利益を確保することに努
める。」
　1989年のドルトムント・カッセル協同組
合の営業報告において（２）、この定款規定は
次のように解釈された。「組合員の経済的な
促進は、一般消費者利益の確保との密接な関
わりのなかに見られるべきであるということ
が結論とされる。」
　協同組合の経済形態の強みと弱点を知り、
その組合員制度の強化に集中していたドルト
ムント・カッセル協同組合の理事と管理者が
協同組合的思考において固い信念を持ってい
たあいだは、彼らは大規模協同組合グループ
にとって適切な方法を発展させ、そして消費
者保護の一般的課題が意義のある必要不可欠
な補足として、または組合員促進の中心課題
に付随する効果として理解された。同時に、
環境問題に対する新しい意識から、ドルトム
ント・カッセル協同組合の理事会はそうした

環境に関する見解をも経営政策に取り入れる
こととなった。
　強力に協同組合を推進した理事による経
験・成果のあるチームが、年齢的、その他の
理由から排除され、第一に営利経済的な範疇
で物事を常に考える商業企業出身のプロの経
営者が彼らの代わりに理事になったにもかか
わらず、なぜかプロの経営者による新しい思
考はドルトムント・カッセル協同組合の定款
と合致したのである。組合員促進の重点を合
併、経営の引継ぎによる成長に移すことに対
して、何の予防手段もなかった。この協同組
合の理事会は内外の監督機構の抵抗にあうこ
となく、傾向上、冒険的な決定権を持ってい
た。このリスクの多い経営政策は、その失敗
が一般に知らされるまで、そして銀行の融資
による取引について債権者の利益が売上より
も優位であるということが明らかとなるまで
遂行された。
　ゆっくりと安定した成長期の間、ドルトム
ント・カッセル協同組合は常に消費者保護を
経営政策に統合することを努めてきた。消費
者情報と信頼のおける広告は、自然、本物、
安全な商品と環境保護の改善を優先する販売
製品を入念に選び抜くことと同様にこの計画
の一部であった。この点に関して例えば、リ
ン酸系洗剤の記号表記、フロンガスを含むス
プレーとプラスティック袋を棚から取りさる
こと、リサイクル用紙の利用強化、エコ栽培
による野菜や果物の販売の促進を挙げること
ができる。
　ドルトムント協同組合の理事会は、工業と
商業の経営パートナーと、あるいは政治家、
連邦・州レベルの立法者と、消費者政策の改
善について対話することを１つの課題とみな
していた。1989年のドルトムント・フォーラ
ムで、このテーマに関する討議が政治家と専
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門家の間で計画され、マーケティング・アカ
デミーにおいては若干の環境専門家もが、ド
ルトムント・カッセル協同組合によって養成
された。
　経営政策においてドルトムント・カッセル
協同組合の理事会は、次のような見解を主張
した。協同組合は激しい競争によって特徴付
けられた環境で、組合員に販売所を提供する
必要があり、その販売所は少なくとも価格、
品揃え、店舗組織、職員の親切な接客に関し
てライバル店のように質の良いものでなけれ
ばならない。
　1989年の終わりには、ドルトムント・カッ
セル協同組合は248のスーパーマーケットと
16のデパート、74のその他のマーケットと
施設を営み、組合員数48万6,303人、年間売
上 250億マルクに達した。1989年には、約
4500万マルクが店舗の近代化に投じられ、2
万 5000㎡の面積をもつ 31の新しい店舗が
オープンし、12店舗が拡大されている。そし
て組合員のために特別提供（特売）が行われ、
営業期末には、理事から組合員総 (代 )会に
対して次のような提案がなされた。1.5パー
セントの割戻（合計で1950万マルクの配当
金）、100マルク以上の完全に払い込まれた
出資金に対する配当（合計57万1,018口の出
資あたり570万マルクの配当金）、組合債（条
件付で譲渡可能な議決権のない出資の方法）
における8.25パーセントの配当（3000万マ
ルクの組合債に対する 240万マルクの配当
金）（３）。

1990年の初め、払い込まれた出資金の配
当金は8パーセントに減らされる。1992年終
わりには、ドルトムント・カッセル協同組合
は依然として2000万マルクを超える黒字を
記録していた。
組合員は協同組合に特別給付権を持ち、逆

に協同組合は組合員の忠誠と積極的な参加を
期待することができるということが強調され
た。組合員の参加を可能とするためにドルト
ムント・カッセル協同組合は、地区会議、事
業分野会議、総代会によって入念に計画され
た多様で民主的なシステムを展開させ、その
会議には合計で9500人の選出された総代が
積極的に参加している。
後に振り返ってみると、既に当時以下のよ
うな警告が認識できていた。
－理事会に委任をした定款が組合員利益だ
けでなく一般消費者の利益をも奨励する
ということ。
－「利用組合員」にとって魅力的な割戻と
いう典型的な協同組合の手法を信頼する
代わりに、（資本会社と同様に）投資組
合員を引き付けるために高い出資配当金
やその他の出資形態で高い利子率を約束
し、そのことで出資に対する刺激が当時

ひどく強調されたこと。

組合員の中から緊急に必要な資金を調達する
ために、こうした戦略が唯一現実可能なもの
として捉えることができるとしても、それは
協同組合的な方向付けの方法から資本会社的
な方法への転換を行なう理由付けにすぎな
かった。

ⅡⅡⅡⅡⅡ．．．．．衰退の段階衰退の段階衰退の段階衰退の段階衰退の段階
　ドルトムント・カッセル協同組合の衰退は
8年の時の経過のなかで、３つの重なり合う
段階において起こった（４）。

a)a)a)a)a)過度な成長過度な成長過度な成長過度な成長過度な成長（（（（（19901990199019901990－－－－－ 19941994199419941994年）年）年）年）年）
カッセル協同組合との合併後、ドルトムン
ト・カッセル協同組合はハンブルクの旧
PRO消費協同組合の 180店舗を買収するこ
とで再び規模を拡大した。ハンブルク協同組
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合はそれまでのあいだ、Safeway という
チェーン店も含めて株式会社に変更してい
た。この買収はシュレスヴィッヒ・ホルシュ
タイン協同組合とともに行われた。

1991・92年には、新しい州（旧ドイツ民
主共和国）に投資をすることによってツ
ヴィッカウ協同組合の 61店舗を買収し、更
に規模を拡大することとなる。さらにライプ
ツィヒ協同組合とは協力関係に関する協定を
結んでいる。70年代の間中、営業活動が非食
品分野において拡張されていた。５）。例えば
プラザとしてセルフサービス百貨店がオープ
ンされている。
この時期における損失は、一部は薄外積立
金や法定積立金を資産に計上することによっ
て、一部は資産と債権を高く見積もることに
よって清算された（６）。
この段階の最後に、シュレスヴィッヒ・ホ

ルシュタイン協同組合はハンブルクでの共同
経営から身を引き、1994年には新しい州の
営業活動を停止している。ドルトムント・
カッセル協同組合はその破産問題の処理のた
め、銀行に多額の負債をすることになった。
1995年、主要な取引銀行（ドイツバンク、ド
ルトムント銀行など）はプールやコンソーシ
アムにおいて協力し、それとともに投資に対
して上限を確定することによって協同組合の
営業政策に干渉等をし始めた（７）。

b)b)b)b)b)強化の試み強化の試み強化の試み強化の試み強化の試み（（（（（19951995199519951995－－－－－ 19971997199719971997年）年）年）年）年）
　ドルトムント・カッセル協同組合の理事会
は組合員支援を活発にし、組合員の忠誠を訴
えることにより資金問題を解決しようという
無駄な試みを行った。その新しいシステムと
して組合員カード（コープカード（８））が導
入されたが、この対策の実行は遅すぎるもの
であった。コープカードは、割戻の支払いを

停止する決定とともに同時に導入されなけれ
ばならなかったからである。
　1996年の総代会で、出資金における高配
当や商品売上におけるボーナスの約束ととも
に、500マルクの出資義務は750マルクに引
き上げられたが、1組合員あたりの出資上限
は 7500マルクと確定された（９）。
　ドルトムント・カッセル協同組合の債権者
は、資本会社の手法、投資管理企業の論理に
従って問題を解決することを試みた。パート
ナーが株の一部を引き継ぎ、ドルトムント・
カッセル協同組合をまさに持株会社につくり
かえることを可能とするため、商業コンサル
タント会社の提案で子会社は株式会社の法形
態において経営会社として設立された（１０）。
ともかく、商業パートナー（Allkauf）との
協力は買収するよりもさらに困難であると証
明されることとなった（１１）。
　ノルトライン・ヴェストファーレン州の社
会民主党政権の元労働・社会福祉大臣はドル
トムント・カッセル協同組合の監査役の1人
であり、社会民主党政権は協同組合の財政問
題に対する先行きを懸念していた。将来にお
けるドルトムント・カッセル協同組合の倒産
を回避するため、1997年の夏に州は5000万
マルクの保障を引き継いだ。しかしそうしな
ければ、その時点で倒産によって地域失業者
の割合は 17パーセントに達し、社会が大混
乱に陥り、そしてＳＰＤは信頼を失うことと
なったであろう。当時次のことが論証されて
いる。ドルトムント・カッセル協同組合が倒
産することによって、約束されたがは完全に
払い込まれていない出資金が3億マルクにの
ぼることになるが、それを工面するには 50
万の社会的に弱い立場である多くの組合員
が、平均で約600マルクの出資金を支払うこ
とを意味する（１２）。
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c)c)c)c)c)解散前の清算解散前の清算解散前の清算解散前の清算解散前の清算（（（（（19971997199719971997－－－－－ 19981998199819981998年）年）年）年）年）
　1996年の印刷、配布済みの営業報告によ
ると、5億7796万2645マルクの収益が報告
されているが、ハンブルク所轄の監査連合に
よる証明書は受けていない。
　銀行コンソーシアムの要求と共同統治保障
の条件に関して、監査経験のある外部の専門
家が採用された。彼はドルトムント・カッセ
ル協同組合の理事として一時的に働き、どう
すれば破産を免れることができるのか実質的
な資産と1994から96年における債務を見積
もり、対策の提案を行った（１３）。彼は 1996
年の 8月から 1997年の 2月の間、監督役と
して働くため臨時の理事会員として任命さ
れ、財政分野に関して当面（6ヶ月）責任を
持つこととなった。
新しい分析、見積り、年度末決算の修正に
よって、1996年は 6400万マルク、1997年
では7000万から1億マルクの損失があるこ
とが明らかにされた（１４）。それにより、損失
が原因で払い込まれた出資金の半分相当以上
が失われているのではないかと危惧され、緊
急の総代会を招集するきっかけとなったので
ある。
この時期の銀行コンソーシアムの関心は明
らかに、当然のごとくドルトムント・カッセ
ル協同組合の存続よりもオープン・クレジッ
トの償還に集中していた。
この緊急の総代会は 1997年 11月 14日に

招集されている。
内部であらかじめ議論されたことは、組合
員に対して配当金600万マルクの返済を求め
ることであった。結局その配当金は1996年
に支払われているが、当時の協同組合はそれ
を支払える状況ではなかったのである。ある
いはさらに、約束されたが未収の55万8305

マルクの出資金に対し、完全な支払いを組合
員に請求することが議論された。これらのプ
ランは受け入れがたいものとして再三拒否さ
れたが、世論が知ることとなり、新聞に報道
された（１５）。そしてついに1996年に支払わ
れた配当金が、組合員の利用割戻金から控除
されることが決議されたのである。すでにこ
の時期、理事会にとって破産を回避するため
の唯一現実的な希望は店舗の購入者を探すこ
とであった（１６）。
　この段階で最終的に明らかになったこと
は、協同組合の出資金が取り崩され 50万の
組合員が利用割戻金の返済を期待できなく
なったのに対して、銀行のクレジットは返済
されることになる、というものであった（１

７）。
　1998年4月、デュセルドルフ株式市場でド
ルトムント・カッセル協同組合の組合債の取
引が停止された。その有価証券の市価は、額
面価値により100マルクから12マルクへと
下落した（１８）。

ⅢⅢⅢⅢⅢ．．．．．失敗の要因失敗の要因失敗の要因失敗の要因失敗の要因
　新聞情報とその他の確かな情報源による
と、ドルトムント・カッセル協同組合の早い
終焉に関して次のような要因を挙げることが
できる。
　ドイツの小売業における一般的な状況は、
何年も前から停滞に見舞われており、店舗の
規模は需要を上まわっている。そして合併、
買収、競争の激化、激しい価格戦略は、小売
業におけるわずかな収益マージンをさらに引
き下げた。ディスカウントショップが売上高
を伸ばす一方で、ありきたりのスーパーマー
ケットの売上高は下降することとなったので
ある。
　以前ハンブルクにあったＰＲＯ消費協同組
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合がシュレスヴィッヒ・ホルシュタイン協同
組合と共同で行なった店舗構造の一新は、計
画された以上に長期的で、期待された成果を
もたらすものではなかった。この計画はその
時点で利益を上げるものではなく、合計で1
億マルクの損失をもたらした。シュレス
ヴィッヒ・ホルシュタイン協同組合は 1993
年にはすでにこの成果のない計画から身を引
き、ドルトムント・カッセル協同組合はその
リスクの全てをゆだねられることとなった
が、その店舗を売却するという計画は実現し
ていない。
　1990年以来の新しい州におけるドルトム
ント・カッセル協同組合の活動は、当初の成
功の後、同様に莫大な赤字をももたらした。
短期間に全ての西ドイツの小売業グループに
よって、激しい価格戦略をもたらす限界を超
える莫大な金額が新しい州に投資された。
ディスカウントショップが消費者に優先され
る一方で、ドルトムント・カッセル協同組合
は満足のいく結果でプラザ・セルフサービス
百貨店に投資をしたものの、スーパーマー
ケットに対する投資は損失をもたらす結果と
なった。それに加え物流の費用が非常にかさ
み、1991年のライプツィヒ協同組合との業
務提携の締結後、1994年に共同仕入れと共
同倉庫管理に関しての契約を解除する結果と
なったのである。
　ハンブルクの店舗の改装と新しい州におけ
る拡大は、多大な苦労を要するものであり、
その拡大のためには、西ドイツ既存の効果的
に機能する組織から捻出されねばならなかっ
た資金と人員が必要であった。それは既存店
舗の近代化と品質管理をおろそかにし、マー
ケットシェアと収益の低下による損害をもた
らした。この展開は莫大な赤字、流動性ネッ
ク、銀行クレジットの増大によってもたらさ

れたのである。1993年には 35億マルクで
あった売上高は、1997年には27億マルクに
減少している。
　1994年からは高い資産勘定赤字をともな
うことになった（1997年でおよそ4000万マ
ルク）が、この赤字の要因は明らかにされて
いない。
　1996年、97年の間に、構造改革に対して
莫大な投資が実施され、店舗は閉鎖、人員は
解雇されて員外顧問に特別報酬が支払われ
た。ここで明らかことは、小規模ディスカウ
ントストアの「Aldi-Typs」と大規模スーパー
マーケットのオープンが引き伸ばされていた
にもかかわらず、重点をスーパーマーケット
にふたたび置いたことが失敗であったという
ことである。
　1997年銀行コンソーシアムは、信用のあ
る新しい財政理事の採用を主張した。この理
事の財政分野における職業上の重点は監査を
することであった。銀行はますます協同組合
の出資金を堅実な資本基盤として認めること
は問題であると見なし、資産の譲渡を主張し
た。出資金が安定している（組織が存続して
いる間は取り去ることができない）株式会社
とは異なって協同組合の出資は変動しやす
い。それは出資が解約可能で、脱退によって
返還されなければならないからである。財政
危機のうわさがあった1994年に多くの組合
員が脱退したドルトムント・カッセル協同組
合の状況のように組合員が大量に脱退をする
場合、このことがとりわけ危機的時期に望ま
しくない資金の流失を導くであろう。組合員
の協同組合に対する忠誠心は、かつてはドル
トムント・カッセル協同組合において最も価
値のある資産の一部であったが、どうやらそ
れはもはや残っていなかったようである。
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ⅣⅣⅣⅣⅣ．．．．．危機の克服のための対策危機の克服のための対策危機の克服のための対策危機の克服のための対策危機の克服のための対策
　危機を克服するため、次の対策は経営陣に
よって講じられた。
　1994年には新しい州におけるドルトムン
ト・カッセル協同組合の活動が中止され、店
舗は商売上の競争相手に売却された。それに
よって新しい州で被った損失の一部は補償す
ることができたのである。
　ハンブルクとドルトムントの繊維、靴製
品、電化製品、薬品分野のチェーン店を含む
採算の取れない店舗は、閉店するか損失とと
もに売却された。
　企業のどのレベルにおいても、短時間労働
の強化を含めたコストの削減および効率を高
めるための措置が講じられたが、企業の救済
にとって重要であったこの転換を図ること
は、法律で定められた労働者の共同決定と県
総代会の拒絶によって先送りされた。
　1994年にドルトムント・カッセル協同組
合は、組合員にとって非常に好ましいことで
ある割戻を停止し、そして1995年の終わり
に組合員に対してコープカードを導入してい
る。そのカードは、特別利益、例えば100マ
ルクを超える完全に支払い済の出資金におけ
る6パーセントの配当金、さらに最大5パー
セントまでで1000マルクの売上ごとに0．5
パーセントのボーナスをもたらすものであっ
た（１９）。
　店舗の近代化と改装の計画は、Pro-Markt
という名で1250㎡から3000㎡の間の売り場
面積を有する大規模スーパーマーケットが優
位であるとして始められ、面積400㎡以下の
店舗は閉鎖、売却されるか、あるいはアル
ディモデルのディスカウントストアに改装さ
れた。
　銀行コンソーシアムの勧めで1995年に知
名だが高価な事業コンサルタント会社が依頼

されたことは、事業における全ての営業経過
を分析することと、コスト構造と販売機構の
改善を提案することであった。
　もっとも重要な勧告は、準備のできたパー
トナーを見つけること、事業の一部を適正な
価格で購入することであった。いくらかの企
業との交渉後、「Allkauf（アルカウフ）」と
の契約がドルトムントから約100㎞の距離の
メンヒェングラートバッハで結ばれた。アル
カウフは年間売上が約80億マルクのうまく
機能している親族経営企業で、ドイツのどの
地域にもセルフサービス百貨店を所有してい
る。
　1997年1月1日アルカウフは、子会社であ
るプラザ株式会社の50パーセントを買収し、
19のプラザ百貨店はアルカウフ会社の下で
操業を続けていた。その他に、アルカウフは
49パーセントの株式を引き継ぐことで新し
くつくられたプロマルクト株式会社のパート
ナーとなった。この分野において事実上営業
を行っていたのはドルトムント・カッセル協
同組合である。ドルトムント・カッセル協同
組合とアルカウフは、それぞれ 50パーセン
トの持分で仕入れと物流の2つの共同事業を
設立し、そしてこの2つの事業における課題
は、母体となる会社の仕入れと物流の両方を
引き受けることであった。しかし大きな成果
が期待され、始められたこの協力関係は長く
続くものではなかった。両パートナーは建設
的な協力を得ることができず、計画的な協力
成果をあげることができなかったのである。
最終的にお互いの不信と非難によって、両
パートナーの企業文化が違いすぎていたとい
うことが明らかとなった。アルカウフは最終
的にプラザ株式会社の資本を100パーセント
買収し、ドルトムント・カッセル協同組合に
プロマルクト組織の出資49パーセントを返
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還している（２０）。
　世間が驚いたことは、1998年2月、メトロ
（卸売、小売業者である最大のライバル企業）
がアルカウフを買収したことである。
　この成果のないアルカウフとの同盟は、以
前と変わらない低い消費需要、高い投資勘定
赤字、組合員数の減少、競争による顧客の喪
失とともに、売上、流動性、純益の減退を引
き起こした。
　1998年2月、SPARはハンブルクとノルト
ヘッセンにある P R O の店舗を買収した。
1998年3月にはドルトムント・カッセル協同
組合は 177のスーパーマーケットと大規模
スーパーをエデカに売却し、エデカは同様に
在庫品と人員の一部を買収した。そしておよ
そ40店舗が他の希望者に売却されている。
監査が1998年1月に1億7800万マルクと
見積もっていた1997年の赤字は（２１）、1998
年 4月に 2億マルクに達した（２２）。

1998年7月、35店舗が閉鎖され、1998年
の終わりまでの間に売却されない場合、5つ
の大規模店舗はドルトムント・カッセル協同
組合によって引き続き操業される必要があっ
た。
もともとは 1万 5000の従業員のうち、お
よそ1100人は1998年の終わりまでに解雇さ
れねばならなかった。当該の労働組合との交
渉で、3500万マルクの額を投入した社会福
祉計画が決議され（２３）、その後、解雇された
従業員の大半は他の労働場所を見つけてい
る。

ⅤⅤⅤⅤⅤ．．．．．逸失者としての組合員逸失者としての組合員逸失者としての組合員逸失者としての組合員逸失者としての組合員
　この協同組合は次の2年から5年までに解
散し、負債を返済することが予測されてい
た。最後の理事会によれば、今後、おそらく
完全に失われている利用割戻金の返済は除外

して、協同組合は全ての支払いを完了すると
見なした。
　他方で注目されることは、コンサルタント
会社への依頼から解散することを決定した
1998年の総代会までのドルトムント・カッ
セル協同組合存続の最終段階に、銀行の督促
を果たした理事や企業コンサルタントが100
万という額の給与と相談報酬を得たというこ
とである。
　ドルトムント・カッセル協同組合の若干の
組合員はこの結果を受け入れようとはせず、
利用割戻金の返済について戦う利益団体が少
なくとも2つ設立された。若干の組合員は理
事会に対し横領と詐欺の訴えを起こしている
（２４）。それはドルトムント・カッセル協同組
合の希望のない財政状況がすでに認識できて
いた時期であった（２５）にもかかわらず、新
たに出資申込みをアピールする協同組合の計
画を根拠にしての訴えであった。しかしほと
んどの組合員はとにかく欲求不満で失望して
いたのである。
　1999年9月、ドルトムント・カッセル協同
組合の組合員の主張に対し、理事会に法的根
拠がないという判決が下される結果となっ
た。
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